
為替週間展望＝ドル円は調整一巡後に一段高か

　　　　　　　　　　［１０月２５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    10 月 18 日～ 10 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  114.18   114.70(20)    113.65(21)    113.93   -0.29

ユーロ・ドル  1.1604   1.1669(19)    1.1572(18)    1.1634   +0.0033

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    28,804.85     -263.78     日本10年債利回り   0.091   +0.008

ダウ平均株価    35,603.08     +308.32     米10年債利回り     1.701   +0.131

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２５日　日本８月景気動向指数改定値

２６日　米８月住宅価格指数

　　　　米８月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米９月新築住宅販売件数

　　　　米１０月消費者信頼感指数

２７日　ＮＺ９月貿易収支

　　　　豪第３四半期消費者物価指数

　　　　米９月耐久財受注速報値

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

２８日　日本９月小売業販売額

　　　　日銀金融政策決定会合（２７～２８日）・金融政策発表、展望レポート公表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　独１０月雇用統計

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　独１０月消費者物価指数

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

２９日　日本９月有効求人倍率、日本９月雇用統計

　　　　日本９月鉱工業生産指数

　　　　豪９月小売売上高

　　　　豪第３四半期生産者物価指数

　　　　スイス１０月ＫＯＦ先行指数

　　　　独第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　ユーロ圏１０月消費者物価指数速報値

　　　　ユーロ圏第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　カナダ９月鉱工業製品価格

　　　　米第３四半期雇用コスト指数

　　　　米９月個人所得・支出

　　　　米１０月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

３０日　２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議（３１日まで）

３１日　衆院選投開票

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は上昇基調が継続しており、いったん調整が入っても底堅い

動きが見込まれる。堅調な米企業決算や良好な米経済指標が続くようなら、米株高を受
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けての円売りも入りやすいとみられ、ドル円は振幅しながらも上値を追う展開になると

した。

　　　　

【ドル円は１１４円台に乗せる】

　世界各国では金融正常化に向けた動きが進んでいる。英国では英中銀（ＢＯＥ）が早

ければ１１月にも利上げに動くといった観測が出ている。ニュージーランドでは、ＮＺ

準備銀行（ＲＢＮＺ）が１０月に利上げに動いた。ユーロ圏では、欧州中央銀行（ＥＣ

Ｂ）が９月に資産購入ペースの減速を決めた。

　　

　米国でも１１月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で量的緩和の縮小（テーパリン

グ）を決定する可能性が高い。一方で、日本では金融緩和が継続される方向で、諸外国

のように物価上昇圧力の高まりもない。日本では金融正常化への道筋が見えないことも

あり、円売り圧力が強まっている。

　　

　また、原油高が続いていることもあり、インフレ圧力が高まっている。インフレ圧力

の高まりは、各国中銀の金融正常化への一因となっている。原油輸出国であるカナダド

ルは上昇傾向にあり、ドルカナダドルは下落基調（ドル売りカナダドル買い）で推移し

ている。カナダドル円も上昇傾向が続いている。

　　

　主要通貨の中で、ドルと円は売られやすい通貨となっている。米長期金利が上昇傾向

にあり、ドルと比べて円は相対的に売られやすい。ドル円もクロス円も上昇傾向が続い

てきが、テクニカル面での過熱感もあり、高値圏でやや上値が重くなってきている。そ

うした中でも、円の相対的な弱さは継続するとみられ、ドル円やクロス円が一時的に下

落しても再び上昇に転じることとなろう。

　　

　ドル円は２０日に１１４．７０まで上昇して２０１７年１１月以来の高値圏まで上昇

した。米１０年債利回りがこの日、一時１．６７％までしており、ドル買いの動きにつ

ながった。これに加えて米株高などを受けてリスク選好の円売りの動きも広がり、ドル

円は１１４．７０付近まで上昇した。ユーロ円、ポンド円、豪ドル円、ＮＺドル円など

のクロス円も上昇を見せた。ドルも軟調に推移して、ユーロドル、ポンドドル、豪ドル

／米ドル、ＮＺドル／米ドルも上昇基調で推移してきた。いずれも上昇が続いてきたこ

とで、２１日には上げ一服となった。

　　

　ドル円は２０日に１１４．７０付近まで上昇した後は上げ一服となり、高値圏でもみ

合いとなっている。ドル円の１１４円台ではやや上値は重いものの、米１０年債利回り

は２１日に１．７０％台に乗せるなど上昇傾向にある。こうしたことを背景にドル円は

調整一巡後は一段高が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジは、１１３．００～１１

５．５０円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２５日に日本８月景気動向指数改定値、

２６日に米８月住宅価格指数、米８月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米９月新築住

宅販売件数、米１０月消費者信頼感指数、２７日に米９月耐久財受注速報値、２８日に

日本９月小売業販売額、日銀金融政策決定会合（２７～２８日）・金融政策発表、黒田

日銀総裁記者会見、米新規失業保険申請件数、米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報

値、２９日に日本９月有効求人倍率、日本９月雇用統計、日本９月鉱工業生産指数、米

第３四半期雇用コスト指数、米９月個人所得・支出、米１０月シカゴ購買部協会景気指

数、米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ユーロドルは堅調に推移か】

　２８日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、金融政策に変更はないとみられる。前

回（９月９日）の理事会では、主要政策金利を据え置き、パンデミック緊急購入プログ

ラム（ＰＥＰＰ）に関しては、１兆８５００億ユーロの規模を維持した。少なくとも２

０２２年３月までは継続する方針も決めた。なお、債券購入のペースはこれまでの２四

半期と比べて緩やかにするとしたが、ラガルド総裁は債券購入ペースの減速はテーパリ

ングではないと強調した。

　　

　今回は金融政策の変更はないにしても、１２月に金融政策の変更を打ち出すとの見方

もある。今回、ＰＥＰＰ終了後の新たなプログラムや計画に関するヒントを打ち出して



くる可能性がある。そうした中、金融正常化への道筋を示すようならユーロの支援材料

となろう。

　　

　米１０年債利回りは２１日に１．７０％台まで上昇するなど、米長期金利は上昇傾向

にある。そうした中でも米国株が史上最高値更新を視野に入れて上昇しており、リスク

選好のドル売りに振れやすい。ユーロドルは緩やかながらも上昇傾向で推移しており、

１９日には１．１６台後半まで上昇して、２１日移動平均線も上抜いてきた。ユーロド

ルは堅調な推移が継続して、緩やかに上値を追う展開が見込まれる。ユーロドルの目先

の予想レンジは１．１５５０～１．１８５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２７日にＮＺ９月貿易収支、豪第３四半期

消費者物価指数、カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利、２８日に独１０月雇用統計、欧州中

央銀行（ＥＣＢ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、独１０月消費者物価指数、

２９日に豪９月小売売上高、豪第３四半期生産者物価指数、スイス１０月ＫＯＦ先行指

数、独第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、ユーロ圏１０月消費者物価指数速報

値、ユーロ圏第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、カナダ９月鉱工業製品価格など

がある。
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